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１．はじめに

　在モザンビーク日本国大使館の主要な業務

は、二国間の経済技術協力の強化、日本企業

支援であり、近年、アフリカにおいては官民

の連携がますます重要になってきている。筆

者は、アフリカのモザンビーク（旧宗主国ポ

ルトガル、1975 年独立）に赴任して１年半

になる。対モザンビークの経済技術協力、対

モザンビーク（アフリカ）外交を推進するに

当たり、ブラジル（伯）の将来性、日本とブ

ラジルの二国間協力の重要性を知る者とし

て、モザンビークにおいては日伯両政府のみ

ならず、日伯企業の連携協力が、極めて重要

であることを認識している。また、官民をあ

げた日伯連携の相乗効果により、モザンビー

クおよび日伯両国の三カ国が、共にWI Ｎの

関係になることを確信している。

　他方、今年 1 月末、モザンビークに来訪

した「南部アフリカ官民実務者スタディ・ツ

アー」の一行（日本企業等から約 50 名参加）

と共に伯ヴァーレ社等の現地プロジェクトの

視察に同行した際に、一部の企業を除き多数

の日本企業は、モザンビークとブラジルの最

近の関係につき情報を必ずしも十分に有して

いないことも明らかになった。このため、南

米、ブラジルに関心のある読者の方々に、本

誌「ラテン・アメリカ時報」を通じてモザン

ビークとブラジルの関係を理解していただ

き、日本の官民が協働してモザンビークとの
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関係強化を図るための一助にしていただけれ

ばと思う。

２．モザンビークとブラジル

（イ）ポルトガル（葡国）植民地

　ポルトガル人が、15 世紀末（1489 年）に

モザンビークに到達し、北部のモザンビーク

島を根拠地に金、象牙、奴隷の貿易を行った

が、その後、葡国は、東洋、ブラジルを貿易

の中心に移したため、19 世紀中葉までモザ

ンビークの開発はほとんど行われなかった。

19 世紀末から英仏等列強のアフリカ進出が

本格化したため、ポルトガルはモザンビーク

に英仏等の外国資本の導入を図り、自国の植

民地支配を強化するために経済開発に乗り出

したが、その成果は限られたものであった。

（ロ）独立後の内戦と復興

　第２次大戦後にアフリカ諸国が相次いで独

立する中で、葡国は、モザンビーク等植民地

の維持に努めたが、1960 年代から独立運動

が熾烈化し、1974 年、大尉クラスの将校を

中心とする軍部が、これ以上の植民地支配は

不可能であると自覚してモザンビーク、アン

ゴラ、ギニア・ビサウ等における植民地戦争

を終結させるために、本国でクーデターを起

した。この結果、左派軍部が実権を有する政

権が樹立され、1975 年にモザンビークは、
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ポルトガルが植民地を事実上放棄する中で独

立を達成した。しかし、社会主義を標榜した

独立政権の誕生後に内戦が勃発し、150 万人

の国外難民が発生した他、1992 年の和平成

立までに国内インフラが破壊された。このた

め、モザンビークが荒廃した国土の復興を本

格的に開始することができたのは 1994 年に

至ってからである。

　独立後のモザンビークは、苦難の歴史を経

験したが、現在、同国では民主主義が定着し

てきており、2001 年後半からインフラ整備、

外国投資の増加により、過去数年にわたり高

い経済成長（6％～８％）が維持されてきて

いる。2008 年の国際経済危機により、09 年

の成長率は 4％に低下したが、英エコノミス

ト誌は、本年の成長率は 5％と見通しを出し

ている。

　現在、政府は、農業・漁業、エネルギー（天

然ガス、水力発電、海洋油田探査）、鉱山（石

炭、チタン、金、宝石）開発への外国投資を

積極的に誘致しており、日本、ブラジルも資

源確保の観点からモザンビークに関心を有し

ている。（注１）

（イ）共通の宗教、文化等

　モザンビークの国土、人口は、共にブラジ

ルの約 10 分の 1 であるが、アフリカ諸国の

中では大国に属する。モザンビークの言語

は、ブラジルと同じポルトガル語であり、宗

教は、キリスト教 41％（ブラジルは 89％）、

イスラム教 18％、原始宗教 18％、特定宗教

なし 23％の構成になっている。モザンビー

クでは、キリスト教とイスラム教の差別はな

く、ブラジルと同様に両者は共存しており、

政治、社会的にも対立がない。（また、モザ

ンビーク政府は、ブラジルにおける貧困対策

にも注目し、ブラジルとの協力を通じて学ぶ

ことに意欲を見せている。例えば、デジタル・

テレビ方式の導入に当たり、ブラジルが低所

得者層にもデジタル・テレビの普及に成果を

上げたことに着目している。）

（ロ）共通の言語等

　モザンビークには、ポルトガル（葡）語以

外に主要な十数の現地語があるが、教育、新

聞、テレビ・ラジオ等においては葡語が、国

語であり、実質的な母国語である。

　外国人が、当国で葡語を解すると仕事の上

で有利であり、当国の外交団、国連等国際機

関の駐在員の相当数が葡語を解する。日系人

が皆無に近いモザンビークにおいては、葡語

を解する日本人は、重要な存在であり、ブラ

ジルにおける以上に幅広い活躍の場がある。

（ハ）モザンビークにおける日本とブラジル

人社会

　現在、モザンビークには日本人（在留邦人）

約百名、ブラジル人約 2,500 名が居住するが、

日本人は、大使館員、ＪＩＣＡ職員、青年海

外協力隊員、ODA 建設事業関係者等で占め

られる。ブラジル人は、大使館関係者以外に

ヴァーレ社、カマルゴ・コレア社等進出企業

駐在員、国際機関の関係者（当国の世銀代表、

同ＦＡＯ代表はブラジル人）、高等教育教師、

芸術家等有識者が中心になっており、当地の

ブラジル人コミュニティーは、本国とは別な

雰囲気もある。日本人ブラジル移住百年の歴

史、ブラジル日系社会約 150 万人の存在す

る両国の関係により、モザンビークにおいて

は日伯のコミュニティーの親交があり、官民

レベルで協力も深まってきている。日伯の友

好関係には、日系ブラジル人の存在が「外交

的な資産」としてしばしば引き合いに出され

るが、モザンビークにおいてその重要性が再

認識されている。 ちなみに、日本人ブラジ
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ル移住百周年の 2008 年には、アントニオ・

ソウザ大使（前東ティモール大使）の音頭で

当地ブラジル大使館において、日伯パート

ナーシッププログラム（JBPP）の記念行事

も催された。

　当国には 50 数名の青年海外協力隊員、さ

らに国連機関（UNDP、WFP 等）派遣の 10

名近い日本人職員がいるが、彼（彼女）の多

くはブラジルを知らない。しかし、当地のブ

ラジル人（国連職員、大使館員、伯農畜産研

究公社《ＥＭＢＲＡＰＡ》職員等）が日本に

関心を有しており、彼らもブラジルに関心を

抱くようになっており、双方の緊密な交流が

芽生えてきている。

（ニ）現地ブラジル企業

　ガリブ・シャイム当地ヴァーレ社支社長

は、日伯ナショナルプロジェクトのアマゾン

アルミ事業（パラ州、三井軽金属等から構成

される日本側投資会社の日本アマゾン・ニウ

ム社とヴァーレ社の合弁）の責任者で 6 年

間ベレンに勤務、日本における研修プログラ

ムに参加するため何度も訪日経験があり、日

本企業との付き合いも長い。また、カマルゴ・

コレア社幹部駐在員は、本国での日本輸出入

銀行（現ＪＢＩＣ）関連の資金協力事業の経

験があり、当国においても日本企業との提携

に関心を有している。

３．ブラジルのモザンビーク進出の背景等

　2003 年に発足したルーラ政権は、首脳外

交を通じて南・南協力を重視する外交を開始

し、同年に「インド・ブラジル・南アフリカ

対話フォーラム（IBSA）」を創設する等、ア

フリカを重視するグローバルな外交を展開し

ている。

　ルーラ大統領は 03 年、08 年にモザンビー

クを訪問、当国のゲブーザ大統領が 07 年、

09 年に訪伯している。この首脳外交には双

方の多数の実業家が同行し、両国の経済関係

は年々強化されている。ちなみに、後述する

日伯三角協力も両大統領が首脳会談の議題に

して積極的に関与している。

　モザンビークは、南部アフリカ開発共同体

（SADC）を軸にして政治、経済外交を展開し

ているが、ブラジルは、SADC の盟主である

南アとは IBSAで共にメンバーであり、緊密

な協力関係にある。また、モザンビークはポ

ルトガル語諸国共同体（ＣＰＬＰ）ではブラ

ジルと共に加盟国であり、ブラジルとモザン

ビークは、二国間、多国間の関係を通じて協

力している。この様な連携は、南部アフリカ

へのデジタル・テレビの日本（伯）方式の導

入を SADC 諸国に働きかける際にも IBSA で

培った南アとの緊密な関係とポルトガル語諸

国共同体（ＣＰＬＰ）を巧みに併用して、ブ

ラジル外交の幅を広げている。

　モザンビークは、南部アフリカの大国の南

ア（背後に英・豪州等《企業》の存在）への

過度な依存から脱却するため、ＢＲＩＣｓの

中では中国、ブラジル等新興国との外交・経

済関係を深めており、ブラジルの当国進出に

はずみをつけている。例えば、当国輸出総額

の 6 割を占める「モザール・アルミ精錬」（BHP

ビリトン、三菱商事も 25％資本参加）に続く、

04 年にモアティーゼ石炭（コークス）鉱山開

発の入札では、応札したＢＨＰビリトン・三

菱商事連合を退けて、石炭採掘権を伯ヴァー

レ社に落札（1 億 2,000 万ドル）させた背景

には南ア・欧州の影響力を軽減して、均衡を

図る当国政府の意図があったと言われる。
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（イ）ブラジルは、当国と言語・文化といっ

た共通の絆があるが、1980 年代の対外債務

問題、国内経済の混乱を抱えていたため、ア

フリカ（モザンビーク）進出の余裕は無かっ

たが、現在、国内経済も安定し、対外純債権

国に転じ、アフリカ進出（投資）に乗り出し

ている。

（ロ）また、日本との三角協力に象徴される

様に、ルーラ政権では対外予算が増加してお

り、葡語圏アフリカ諸国に対する援助を積極

的に展開している。

４．日伯連携によるアフリカ熱帯サバンナ農

業開発協力（三角協力）等

（イ）本協力事業は、日伯両国が、共同でア

フリカの開発、世界の食料安全保障に貢献す

ることを目的としている。両国は、20 年に

わたるセラード（約 2 億ヘクタール、モザ

ンビークでは「熱帯サバンナ」と呼称）にお

ける農業開発の経験と実績に基づき、日伯協

働のブラジルのアフリカ農業支援をモザン

ビークで実施する。アフリカ熱帯サバンナに

は 4 億ヘクタールの農業が可能な土地があ

るが、現在の農耕地は全体の10%程度であり、

特にモザンビークでは、国土（日本の約 2.1

倍、80 万平方キロ）の 68%を熱帯サバンナ

が占めており、その中の農耕地利用はわずか

4%弱に留まっている。

（ロ）現在、当国の国民の 8 割が農業に従事

しているが、主食の米、小麦等の大半を輸入

に依存しているため、政府は農業分野の投資

を積極的に誘致している。特に日伯セラード

農業開発は、不毛のセラードを世界有数の大

豆生産地に転化させた成功例であり、本三角

協力によりモザンビークの農業生産力が増強

され、地域零細農民の所得増加、雇用の増加、

生産基盤の確立、農業の技術移転、環境保全

の両立に貢献することが期待されている。

（イ）本三角協力は、日伯パートナーシップ

プログラム（ＪＢＰＰ）に基づき、　①研究

能力向上支援、②地域総合農業開発計画の作

成、③村落開発モデルの構築等協力を行うも

ので、将来的には円借款、民間との連携の可

能性も視野に入れている。また、本三角協力

は、モザンビーク政府が国家的事業としてい

るナカラ回廊周辺を対象地域に含めており、

農業開発に加えて地域総合開発に貢献するも

のである。（注２）

（ロ）昨年９月に大島ＪＩＣＡ副理事長、ファ

ラーニ伯開発庁（ＡＢＣ）長官がモザンビー

クに来訪して、ニャッカ農業大臣との間で三

カ国間協力の基本構想の覚書が署名された。

本事業は、当国にとり初めての三角協力にな

る。（なお、現在、日本、ベトナム、モザンビー

クは、中部ザンベジア州における米増産プロ

ジェクトを立ち上げており、この三角協力に

対するモザンビーク政府の期待も大きく、ベ

トナムも日本との協働に意欲的である。）

　ニャッカ農業大臣は、昨年３月の「食料安

全保障に関する国際シンポジウム（於：東

京）」および今年３月の「日伯モザンビーク

農業開発（三角協力）シンポジウム（同）」

に出席する等、本三角協力は、日本の対モザ

ンビーク経済協力プロジェクトの中心を占め

るにいたっている。

（イ）現在、日本は、アフリカ協力において

欧米等伝統的なドナー国、新興ドナー国（中

国、ブラジル、越等）の狭間にあり、広大な
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アフリカで日本独自の協力（特に JICA 等の

きめ細かな協力）を実施している。この中で、

新興ドナー国ブラジル、越《ベトナム》は、

自国の発展が日本の協力（特に農業等）によ

る成果として高く評価しており、ブラジルと

越との協力は ODA 広報の視点からも重要で

あり、その効果が期待される。

（ロ）日本のプレゼンスをアフリカで確保す

るためには、ブラジル等新興ドナー国との協

働は、経済協力の外交においてますます重要

な位置を占めてきており、モザンビーク政府

も本三角協力を介して日本の存在とその重要

性を再認識している。

（ハ）本三角協力の基礎にある日伯パート

ナーシッププログラム（ＪＢＰＰ）は、案件

が受益国（モザンビーク）に限らず、日本、

ブラジルの社会に対して貢献できる。また、

JBPP は、日本の開発援助方針およびブラジ

ルの外交方針に合致する事業と規定されてい

るが、本三角協力は、ＪＢＰＰを具現化する

本格的なプロジェクトである。このため、本

プロジェクトが成功する場合には、アフリカ

に限らず国際的にも日本の ODA 事業を象徴

する存在になると思われる。

　現在、上記の三角協力以外では、ブラジル

人（日系人）が保健人材育成アドバイザーと

して当国保健省に派遣されている。また、ブ

ラジルでの第三国研修では野菜生産フォロー

アップ協力、キャッサバおよび熱帯フルーツ

の生産・加工・利用コース等が実施されてお

り、第三国研修の帰国者（特に農業部門）を

三角協力に参加させることにより、相乗効果

が期待されている。

５．ブラジル企業のモザンビーク進出

　現在、モザンビークは、電力エネルギー（水

力、火力）、天然資源（石炭、ガス、レアメ

タル等）開発、石油化学、アルミニウム、港

湾・輸送インフラ、更に農業開発の分野に外

国投資を誘致して開発を図っており、ブラジ

ル（企業）は、資源確保の観点からもコーク

ス、発電所建設等でモザンビークに進出して

いる。

（イ）ヴァーレ社は、モアティーゼ石炭開発

の鉱山部門 7 割の建設を終了しており、初

年生産量 1,000 ～ 1,500 万トン、次年度に

400 万トンを予定しており、11 年７月に出

炭を開始する。また、同社は、09 年 10 月に

当国ともモアティーゼ石炭開発投資計画 (5.9

億ドル ) として鉄道・輸送インフラ整備の相

互協力覚書（MOU）を締結している。

　筆者は、今年 1 月末に「南部アフリカ官

民実務者スタディ・ツアー」一行がモザンビー

クに来訪した際に、同行して現地テテのプロ

ジェクトを視察したが、広大な鉱区で大型採

掘機を使う露天掘の光景は、ブラジルのカラ

ジャス鉱山を想起させるものであった。な

お、ヴァーレ社に機材を納入、その維持管理

をする日立建機が、今年７月にテテ事務所を

開設する。

（ロ）資源大国ブラジルの泣きどころは、製

鉄に不可欠なコークスを産出しないことであ

る。現在、コークス輸出国の中国が輸入国に

転じており、その国際市場価格が長期的に高

騰しており、同社はコークス等の国際市場へ

の進出を図っている。また、新日鐵グループ

の日鐵商事も他国企業と共に、モザンビーク

での石炭探査権を獲得して事業を開始してい

る。ヴァーレ社（ウジミナス製鉄）と新日鐵

は、ブラジル本国では資本提携があるが、モ

ザンビークのコークス開発では両社が競合関
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係にあり、また、ヴァーレ社は、同社の株主

である三井物産ではなく、三菱商事と提携（鉱

山の機材調達）している。（注３）

（ハ）また、ヴァーレ社は、コークス用原料

炭と共に産出される一般炭を利用した火力発

電所（600 メガワット）建設計画（13 年操

業開始）を有している。火力発電所の建設に

日本企業等も関心を有している。さらに、同

社は、ナンプラ州産出の燐酸塩（肥料の原

料）の開発調査を行っている他、数年内にナ

ンプラ州モナポ鉄鉱山開発（年間100万トン）

に着工し、オマーン、中国等各市場へ輸出し

て 1 億ドルの収益を確保するとしている。

（ニ）現在のコークス輸送経路のベイラ港の

輸送力に限界があり、ヴァーレ社とモザン

ビーク政府は北部ナカラ港を利用する代替輸

送経路（鉄道の補修建設）の計画を検討して

おり、ヴァーレ社は北部ナカラ回廊、ナカラ

港（工業団地）のインフラ整備事業も計画し

ている。

（ホ）アジア、豪州等で日本企業と合弁事業

を有するヴァーレ社は、モザンビークにおい

て、JICA（ＪＢＩＣ）および NEXI（貿易保険）

の低利融資を介した日本企業との連携に期待

を有している。現在、日本企業は、アフリカ（モ

ザンビーク）に単独で投資を行うことが容易

でなく、外国企業（南ア、欧米、ブラジル等）

との合弁・提携を必要としているが、ヴァー

レ社等ブラジル企業との提携は、有望な選択

肢になるとも思われる。（注４）

（イ）同社の創設は建設業であるが、現在、

モザンビークではインフラ整備、発電所建

設、セメント工場建設等に従事しており、

ヴァーレ社のモアティーゼ炭鉱の建設（04

年）をオーデブレヒト社と請け負い、当国に

進出した。同社は、ルーラ政権の発足以来、

モザンビークとブラジルの経済関係が深化し

ているが、アフリカでは同社のような一企業

が単独で投資を行うのは困難な点もあるた

め、ヴァーレ社等企業とチームを組んで進出

している。現在、同社が手掛けるムパンダ・

ンクワ水力発電所（1500 メガワット、建設

は、モザンビークのカオラ・バッサ水力発電

所（2075 メガワット、中国山峡ダム、ブラ

ジルのイタイプー・ダムに並び世界最大級）

に次ぐものである。同ダム建設期間は4、5年、

4,000人の雇用創出が見込まれている。なお、

カオラ・バッサ水力発電所の第２ダムの建設

では、伯企業によるＦＳ調査が行われるとも

伝えられる。

（ロ）モザンビークは、ＳＡＤＣ諸国内の水

資源（発電向け）の 4 割を有するとされて

おり、同社の会議室には水力発電所建設候補

地を明記した南部アフリカの大型地図が掲示

されており、国際企業として急成長する同社

のアフリカに対する意気込みが感じられる。

　ナカラ空軍空港の民間空港への転用・拡

張工事が開始されており、工事費用は、1 億

2,000 万ドル、工事期間は 20 カ月、ブラジル・

オーデブレヒト社が受注した。旅客・貨物ター

ミナル、滑走路（3,400m）等の建設も予定

され、また，同社は，当面のモアティーゼか

らの石炭積出し港となるベイラ港の石炭ター

ミナルの改修工事も請け負っている。

おことわり：本稿は執筆者個人の見解であり、
外務省を代表するものではありません。
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（ 注 １ ）モザンビーク経済：ＧＤＰ（2008 年）：91 億
ドル（人口約 2,100 万、国民 1 人当たり 380
ドル）、経済成長率：6.8%　インフレ率：7.7%、
産業分野は、農林水産 26%　鉱工業 26%　サー
ビス業 48%、貿易は、輸出 32 億ドル（アルミ、
天然ガス、たばこ、電力、えび、木材等）､ 輸
入 45 億ドル（機械、自動車、原油、繊維製
品等）､ 経常収支 8 億ドルの赤字、外貨保有高
14 億ドル。

（ 注 ２ ）ナカラ回廊：モザンビーク北部、マラウイ（内
陸国）、ザンビア（同）をインド洋に繋ぐ国際
通商路で、拠点のナカラ港はアフリカ東海岸
で水深が最も深く、天然の良港。同港周辺に
は経済特区、空港施設、石油精製所の建設が
進められている。同回廊に沿った鉄道の建設・
修復計画も検討されている。なお、経済特区、
空港建設にはブラジル企業の参加が予定され
ている。

（ 注 ３ ）Valepar 社がヴァーレ社株式 32.5%分を保有し、
Valepar 社に三井物産が 15%出資。

（ 注 ４ ）モザール ･ アルミ精錬はＢＨＰビリトン（英・
豪州）と三菱商事の合弁事業、北部カーボ・
デルガード州におけるロヴマ油田開発は、米
Anadarko と三井物産の合弁事業。


